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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、生活困窮者の就労継続・阻害要因について明らかにし、地域での自
立した生活を継続するための支援の方策について検討することである。この課題を達成するために、本研究で
は、ホームレス自立支援センターの利用を経て就労自立した「元ホームレス」に着目する。本研究は、自立支援
センターにおける基礎データの収集、就労自立した元ホームレスに対する量的な実態調査およびインタビュー調
査、協力雇用主に対するグループフォーカスインタビューを行うことにより、これらの点について包括的に明ら
かにし、今後のホームレス対策、ひいては生活困窮者の就労支援のあり方について多角的に検討する。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to identify the factors that facilitate and 
hinder the employment continuity of needy persons and to explore support strategies for sustaining 
independent living within the community. For this, the study focuses on "formerly homeless" 
individuals who have achieved employment independence through the use of a Homeless Self-Reliance 
Support Center. This research involves collecting baseline data at the support center, conducting 
quantitative surveys and interviews with formerly homeless individuals who have attained employment 
independence, and carrying out group focus interviews with cooperative employers. Through these 
methods, the study aims to comprehensively clarify these issues and examine from multiple 
perspectives the future direction of homeless policies and employment support for needy persons.

研究分野： 社会福祉学

キーワード： ホームレス　自立支援センター　就労自立　地域生活

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
就労自立した元ホームレスに対する大規模な調査は、調査方法上の問題からこれまで実施されてこなかった。約
200名におよぶ調査はこれが最初の研究例である。また、協力雇用主（5社）へのグループフォーカスインタビュ
ーを行うことにより、生活困窮者領域では、初めて雇用する側からの就労継続・阻害要因についての知見を蓄積
することができた。また、ホームレスの中には、様々な障害を有する人や引きこもり状態にあった人なども少な
くないため、本研究は、他の領域の就労自立支援に関する研究にも貢献できると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 2015 年に生活困窮者自立支援法（以下「支援法」）が施行された。この法律が創設された背景
には、生活保護受給者の中に稼働年齢層の人々が急増したこと、また今後生活保護に至る蓋然性
の高い人々が増加してきたことがある。こうした背景を受け、支援法では、就労支援に関する事
業（就労準備支援事業、認定就労訓練事業）が創設されただけでなく、生活保護受給者等就労自
立促進事業が活用されることも示されている。2018 年の法改正では、就労支援がさらに強化さ
れることとなった。つまり、生活困窮者に対する支援は、就労自立に力点をおきながら進められ
ているといえる。 
支援法の施行から 3 年が経過し、これらの事業を利用して就労自立を果たした件数や事例が

報告され始めている（厚生労働省 2017）。しかしながら、その支援の方法についての検討は成功
事例を積み重ねるだけに留まっている。また、生活困窮者の就労自立支援において重要な点は、
「就労自立した」という短期的な評価だけでなく、その後、「就労自立した生活が維持できてい
るか」という中長期的な評価を行うことである。しかしながらこの点も含めて詳細に検討した研
究は少ない。 
そこで本研究は、これらの点について検討するために、生活困窮者のなかでもいち早く就労自

立支援が行われてきたホームレスと呼ばれる人々（以下便宜的に「ホームレス」）と、彼らに対
する就労支援の取り組みに着目する。具体的には、2000 年前後から大都市を中心に整備されて
きた「生活困窮者・ホームレス自立支援センター」（以下「自立支援センター」）を取り上げる。
2018 年時点で、自立支援センターは 8 つの自治体が設置しており、その施設数は 18 ヶ所に及
ぶ。近年は調査がなされていないが、2003～2005 年度にかけて行われた調査によれば、全国の
自立支援センターの就労自立率は約 24％（約 4,000 人）である（厚生労働省 2006）。 
このように、少なくないホームレスが、自立支援センターを利用し、就労自立によって地域に

再参入している一方、その後再びホームレス状態に至る事象が先行研究によって確認されてい
る（後藤 2017）。しかしながら、就労自立を果たした元ホームレスのうち、どのような人々がど
のような理由によって就労を継続できているのか、あるいはできていないのかといったことを
仔細に検討した研究は管見の限り見当たらない。 
 
２．研究の目的 
 以上の学術的背景をふまえ、本研究は、ホームレス状態から就労自立した人々の就労継続・阻
害要因について明らかにし、地域での自立した生活を継続するための支援の方策について検討
することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
この目的を達成するために、次の 5つの側面から研究課題に取り組むことにした（図 1参照）。 
 

図 1 本研究の調査の見取り図と計画 
 
① 自立支援センター「舞洲」（大阪）の利用者の個票調査を行うことにより、どういった属

性の人々が自立支援センターを利用しているのか、またどのような人々が「就労自立」を
しているのかを明らかにする。 

② 就労自立をした元ホームレスへのアンケート調査を行い、彼らの地域での生活状況及び就
労状況を明らかにする。 

③ 自立支援センターの「OB 会」に参加している就労自立が継続している元ホームレスへのイ
ンタビュー調査を行い、自立生活が継続している要因について明らかにする。 

④ 就労自立後にホームレス状態に戻りセンターの再利用に至ったホームレスのインタビュ
ー調査を行い、どのような要因により再ホームレス化に至ったのかを明らかにする。 

⑤ ホームレスを積極的に雇用している協力雇用主へのグループフォーカスインタビューを
行い、雇用する側からみた、就労継続・非継続要因について明らかにする。 

これらの結果を統合・分析し、彼らに対する就労自立後の支援の具体的な方法について検討す

調査③OB会でのインタビュー調査
【2021年度実施】

就労自立した元ホームレス
調査②アンケート調査（2015～2019年度退所者）

【2020年度実施】

協力雇用主
調査⑤GFI（5社）
【2022年度実施】

自立支援センター
調査①ケース記録の個票継続調査（2015～2019年度退所者）【2019年度実施】

調査④再利用者へのインタビュー調査【2021年度実施】



る。 
 

４．研究成果 
 本研究期間中は新型コロナウイルスの感染が拡大した時期であり、上述した③と④の調査の
実施ができなかったため、①、②、⑤の調査から得られた研究成果について論じる。 
(1) 自立支援センター利用者の特徴と「就労自立」に関連する要因 
 わが国でいわゆる「ホームレス」と呼ばれる人々が大都市の路上に目立つようになり、社会的
な問題となったのは 1990 年代の前半のことである。当時のホームレス対策は、就労による自立
を目指す「就労自立アプローチ」と呼ばれる施策体系に傾斜していった（山田 2003）。そしてこ
のアプローチを具現化するための施策として、2000 年前後から大都市を中心に整備されてきた
のが、「ホームレス自立支援センター」である。 
 自立支援センターが整備されていった 2000 年前後から現在に至るこの間に、生活困窮者自立
支援法が施行され（2015 年）、自立支援センターは、そのうちの一時生活支援事業の一部に位置
付けられたものの、支援のスキームや仕組みは設立された当初とほとんど変化していない。しか
しながら、その取り組みの成果については十分に検証がなされているとは言い難い。そこで、本
研究では、大阪市の自立支援センター「舞洲」の利用者の個票を分析することにより、利用者の
特性と、就労自立に関連する要因を明らかにした。 
 分析の結果以下のことが明らかになった。利用者の平均年齢は 42.3 歳（SD±11.606）であっ
た。子ども期の施設（児童養護施設等）の利用歴がある割合は 10％弱であり、保護者の離死別
は 54.5％が経験している。学歴は高校中退も合わせると約 4 割が義務教育終了までである。一
方で大学・短大・専門学校に進学した者も 20％ほど存在する。アパートでの生活経験がありの
割合は約 6割である。結婚歴がある割合は約 3割程度である。最長職が正社員であった割合は、
約 53％である。過去に舞洲を含めた自立支援センターを利用した割合（再利用率）は 29.1％、
生活保護を受給した割合は 32.7％である。軽微なものも含めた犯歴がある割合は 14.2％である。
利用者の約 2割が精神科医の受診に至っている。また、舞洲利用中に何らかの技能講習を 1回以
上受講している割合は約 3 割程度である。退所が就労自立だった割合は 52％程度である。他施
設移管・居宅保護は約 13％であり、合わせると 65％が何らかの形で居所を確保していることに
なる。一方、自主・勧告・無断退所は 3割強である。就労自立者がどのような居所を確保したか
みてみると、アパートが 60.2％であり、ここに該当する人々が理想的な退所をした人々という
ことになる。一方「寮・住み込み・飯場」も 23.7％となっている。  
また、多変量解析の結果、「技能講習の受講の有無」が就労自立と強く関連（技能講習を受講

すると就労自立の確率が上がる）していることが明らかになった。 
＊本研究の成果は、後藤広史(2021)「生活困窮者・ホームレス自立支援センター利用者の特徴と
動向―『舞洲』における 3 年間のデータから」『賃金と社会保障』1775, 27-36.および、後藤広
史 (2022)「誰がホームレス状態から『自立』しているのか―ホームレス自立支援センターの 3
年間の支援記録の分析から」『貧困研究』28, 66-77.として公表した。 
 
(2) 就労自立をした元ホームレスへのアンケート調査による地域生活と就労状況 
ホームレス自立支援センターの目的は、「ホームレス状態にある人々に対して就労による自立

を支援すること」である。したがって、このセンターにおける支援の評価は、ひとまず当該施設
の利用者（ホームレス状態にある人々）が、どれくらい就労自立したかで測られることになる。
しかし、上述のようにしたように、筆者が研究のフィールドとしている大阪市の自立支援センタ
ー「舞洲」の 2017～2019 年度の退所者データを分析したところ、過去に自立支援センターを利
用した人々（再利用者）の割合が 29.1％に上ることが明らかになった。この中には、自立支援
センターを就労自立したのち、再び再利用に至っている人々も少なくない。この結果は、自立支
援センターにおける支援の評価を行うにあたっては、「どれくらい就労自立した状態が維持され
ているか」という点も含めて行う必要があることを示唆している。 
そこで本研究では、「ホームレス自立支援センター」を就労自立した人々に対して行ったアン

ケート調査の結果を分析することにより、今後の支援の方向性について示唆を得ることを目的
とした。 
調査の結果、以下のことが明らかになった。「舞洲を就労自立した人々が、必ずしもその仕事

をずっと続けようと思っているわけではなかったこと」、「待遇（給料）と仕事時間について、不
満を覚えている割合がやや高かったこと」、「舞洲を退所した後に離職をしている割合が 3 割を
超えること」、「離職者は、舞洲を退所した後に平均して 8.4 ヶ月で離職しており、6 名が誰
にも相談せずに離職をしていること」、である。この結果は、利用期間といった施設の規則を
再検討する必要があること、どのようなアフターフォローが効果的であるかを明らかにしてい
く必要があることを示唆している。 
＊本研究の成果は、後藤広史(2023)「ホームレス自立支援センターから就労自立した人々の仕事
に対する意識と就労状況」『空間・社会・地理思想』26, 97-100.として公表した 
 
（3）雇用する側からみた、就労継続・非継続要因 
上述したように、ホームレス自立支援センターを就労自立した「元ホームレス」は、就労を継

続していく上で様々な課題を抱えていたり、地域社会から孤立している様子がうかがえた。一方、



雇用する側からみた「就労継続・非継続要因」については、これまでの研究では明らかになって
いない。そこで、自立支援センター「舞洲」の協力雇用主 9社の職員に対して、グループフォー
カスインタビューを実施した（実施日 2022 年 9 月 9日）。 
調査の結果、就労が続かない人の特徴として「無断欠勤が多いこと」「『お酒』や『パチンコ』

が原因と思われる借金などが引き金となり、生活が破綻し離職へつながってしまう傾向がある
こと」などが協力雇用主から語られた。一方就労を継続している人の特徴として「自分が役に立
てているという実感を持てる仕事に就いていること」が挙げられた。また比較的就労が継続して
いる人が多い事業所では、「定期的に面談をして、仕事に関する相談に乗る」取り組みを行って
いることが明らかになった。 
これらの結果は、就労自立した元ホームレスに対する支援（アフタフォロー）の在り方を検討

する上で重要な知見であると思われる。 
※本研究は分析作業が完了し、現在学会誌への投稿を準備中である。 
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